
宇和島市建設業者格付事務取扱要領 

 

 

（目的） 

第１条 この要領は、宇和島市建設工事等請負業者選定要綱（平成１７年告示第１２

号）第６条第２項による格付を行うにあたり、必要な事項を定めるものとする。 

 

（格付対象工種） 

第２条 格付は、次の各号に掲げる工種について行う。 

 (1) 土木一式 

(2) 建築一式 

(3) 電気 

(4) 管 

 

（市内業者の格付実施方法） 

第３条 市内に主たる営業所を置く業者（以下「市内業者」という。）の格付は、客観的

点数と主観的点数を合計した総合点数を基に、別表１の基準により行うものとする。 

(1) 客観的点数 

建設業法第２７条の２３第１項に規定する経営事項審査（以下「経審」という。）

のうち入札参加資格審査申請時において直近のものの総合評定値（以下「経審点数」

という。）とする。 

(2) 主観的点数 

次の各号に掲げる要素について、別表２により算出する。 

① 市工事の業種別完成工事高 

② 市工事の業種別平均工事成績 

③ 技術者数 

④ ＣＰＤＳ・建築ＣＰＤ取得単位数 

⑤ 表彰受賞歴  

⑥ 第三者賠償責任補償保険加入 

⑦ 地域貢献度 

⑧  担い手確保  
⑨  障害者雇用  
⑩  労働福祉  
⑪  協力雇用主  
⑫  不当要求防止活動  
⑬  入札参加資格停止措置 

 

２ 前項の規定にかかわらず、格付を行おうとする業者の当該工種の年間平均完成

工事高と前項(2)①における市工事当該業種完成工事高のいずれもが、別表３に

規定する等級別必要最低年間平均完成工事高に満たない場合は、当該業者の年間

平均完成工事高に相応する同表の格付等級に当該業者を格付するものとする。 

 

３ 第１項の規定にかかわらず、格付が総合点数でＡ等級に格付されることになる

者が、別表２（その１）第２項に規定する業種別平均工事成績評定点が７０点に満

たない場合は、Ｂ等級に格付するものとする。 



（市外業者の格付実施方法） 

第４条 市内に主たる営業所を有しない業者（以下「市外業者」という。）の格付は、客

観点数を基に、別表１の基準により行うものとする。 

（格付の時期） 

第５条 格付は、原則として２年に１回行い、当該年度の格付が決定するまでは従

前の格付によるものとする。 

随時に入札参加資格の申請を受け付けた業者の格付の時期については、審査会

に諮り決定する。この場合、有効期間は次回格付までの期間とする。 

 

（格付結果の通知及び公表） 

第６条 第２条、第３条及び第４条の規定に基づき格付を行った場合は、建設工事

入札参加資格申請書を提出した者に対して別に定める様式により通知するとと

もに、有資格者名簿を作成し、公衆の閲覧に供するものとする。 

 ただし、市外業者については通知を省略できるものとする。 

 

     附 則 

（施行日） 
この要領は、平成１９年３月１日から施行する。 
この要領は、平成２１年５月１日から施行する。 
この要領は、平成２３年４月１日から施行する。 
この要領は、平成２５年４月１日から施行する。 
この要領は、平成２７年４月 1 日から施行する。 
この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 
この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 
この要領は、令和３年４月１日から施行する。 
この要領は、令和５年４月１日から施行する。 



別表１ 

 

総合点数による格付基準 

 

 

格付工種 等 級 総合点数 
対象工事 

（設計金額） 
備 考 

土木一式 

Ａ 900 点以上 全工事 
特定建設業の許可を

有する者に限る 

Ｂ 
730 点以上 

900 点未満 
5,000 万円未満  

Ｃ 
600 点以上 

730 点未満 
3,000 万円未満  

Ｄ 600 点未満 1,000 万円未満  

建築一式 

Ａ 800 点以上 全工事 
特定建設業の許可を

有する者に限る 

Ｂ 
700 点以上 

800 点未満 
6,000 万円未満  

Ｃ 
550 点以上 

700 点未満 
3,000 万円未満  

Ｄ 550 点未満 1,500 万円未満  

電気・管 

Ａ 750 点以上 全工事  

Ｂ 
570 点以上 

750 点未満 
4,500 万円未満  

Ｃ 570 点未満 1,000 万円未満  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別表２（その１） 

要素 算 出 方 法 

１ 市工事の業種

別完成工事高 

市発注工事の過去２年間（令和３年１月１日から令和４年 12

月 31 日までに完成し工事成績評定を行った請負金額 130 万円以

上のもの。２において同じ。）における業種別完成工事高につい

て、それぞれ別表２（その２）の基準により加点する。 

２ 市工事の業種

別平均工事成

績 

業種別平均工事成績評定点（過去２年間に工事成績評定を行

った市工事の成績評定点の平均値に、当該工事の件数ごとに別

表２（その３の１）により加点又は減点した点数。小数点以下切

捨て。）の区分に応じ、別表２（その３の２）の基準により加点

又は減点する。  

さらに、上記期間中に、工事成績評定点が 80 点以上の市工事

がある場合は、１件につき５点を加算し、60 点以上 65 点未満の

工事があった場合は、１件につき 10 点を、60 点未満の工事があ

る場合は１件につき 20 点を減ずる。ただし、加算点にあっては、

その合計点数が 50 点を超える場合は、50 点とする。 

３ 技術者数 次の各号に掲げる技術者については、当該各号に定める基準

により加点する。ただし、合計点数の上限を 50 点とする。 

(1) 業種ごとに、直近の経営事項審査の対象となる技術者につ

いて、１級技術者１人当たり３点、基幹技術者１人当たり２

点、２級技術者１人当たり１点 

(2) 優秀施工者国土交通大臣顕彰受賞者は、当該業種ごとに１

人当たり５点 

４ ＣＰＤＳ・建

築ＣＰＤ取得

単位数 

(1) 一般社団法人全国土木施工管理技士会連合会が実施する土

木施工管理／ＣＰＤＳ(継続的専門能力啓発システム)登録者

の取得単位数の合計が 20UNIT 以上の場合、20UNIT につき１

点を加点する。ただし、合計点数の上限を 20 点とする。（対

象業種：土木のみ） 

(2) 公益社団法人愛媛県建築士会が実施する建築ＣＰＤ(建築

士会継続能力開発制度)登録者の取得単位数の合計が 20 単位

以上の場合、20 単位につき１点を加点する。ただし、合計点

数の上限を 20 点とする。（対象業種：建築のみ） 

(3) 直近の経営事項審査の対象となる技術者について、一般社

団法人全国土木施工管理技士会連合会が実施する土木施工管

理／ＣＰＤＳ(継続的専門能力啓発システム)又は公益社団法

人愛媛県建築士会が実施する建築ＣＰＤ(建築士会継続能力

開発制度)の取得単位を有している技術者の人数が、技術者の

人数の合計の 50％以上の場合、５点を加点する。（対象業種：

土木、建築を除く専門工事業種） 

５ 表彰受賞歴 (1) 過去５年間（平成 30 年度から令和４年度まで。次号におい

て同じ。）に次のいずれかの表彰を受けている場合は、表彰対

象工事の業種に、１件につき 10 点を加算する。 

ア 優良建設工事知事表彰 

イ 四国地方整備局優良工事請負者表彰 

ウ  四国地方整備局安全工事表彰 

(2) 過去５年間に次のいずれかの表彰を受けている場合、表彰

対象工事の業種に、１件につき５点を加算する。 



ア 四国地方整備局各河川国道事務所優良工事表彰 

イ 四国地方整備局各河川国道事務所安全工事表彰 

(3) 過去５年間に次のいずれかの表彰を受けている場合、すべ

ての申請業種に、１件につき５点を加算する。 

ア 建設業退職金共済制度普及協力者表彰 

 （厚生労働大臣及び建設業退職金共済機構理事長表彰） 

イ 雇用改善優良事業所表彰 

 （厚生労働大臣、知事表彰及び愛媛県建設業協会会長表彰） 

ウ 全国安全週間表彰 

（厚生労働大臣及び愛媛労働局長表彰） 

エ 障害者雇用優良事業所表彰 

 （厚生労働大臣、知事及び愛媛県障害者雇用促進協会会長表

彰） 

６ 第三者賠償責

任補償保険加

入 

入札参加資格申請日の属する月の初日において、次の要件を

全て満たす第三者賠償責任補償保険に加入している場合、５点

を加算する。 

(1) 工事中及び引渡し後の対人・対物事故を対象とし、下請人に

起因する損害を補償の対象に含むものであること 

(2) 保険期間が１年以上の包括契約であること 

７ 地域貢献度 過去２年間（令和２年 11 月１日から令和４年 10 月 31 日ま

で）に、次のいずれかの地域貢献活動を実施した場合に、当該各

号に定める基準により加点する。 

(1) 国、県、宇和島市、公益法人等が主催する宇和島市内におけ

る地域貢献活動へ参加した場合１回につき１点．ただし、５

点を上限とする。 

(2) 災害時、宇和島市に災害対策本部が設置され、同本部の要請

に応じて災害ボランティアとして参加した場合 １日につき

１点。ただし、10 点を上限とする。 

(3) 本市との災害時における応急対策業務に関する協定に基づ

き、応急対策業務を実施した場合  ５点 

(4) 防災士、地震被災建築物応急危険度判断士又は被災宅地危険

度判定士の資格保有者１名につき１点加点する。ただし、５

点を上限とする。 

８  担い手確保 (1) えひめジョブチャレンジＵ－15 事業受入事業所等登録を行

っている場合、３点を加点する。  
(2) 過去２年間（令和２年 11 月１日から令和４年 10 月 31 日ま

で）にインターンシップ（学生が在学中に市内業者において

行う実習や研修的な就業体験をいう。以下同じ。）の受入れ又

は出前講座等（学校等が主催する講演等に市内業者が出向き

行う建設業に関する座学や実技指導等をいう。以下同じ。）の

取組みを行った場合、１回につき３点を加点する。ただし、

６点を上限とする。 

９ 障害者雇用  次のいずれかに該当する場合、５点を加点する。 

(1) 障害者雇用を義務付けられている場合で、障害者雇用率を

達成しているとき 

(2) 障害者雇用を義務付けられていない場合で、障害者を雇用

しているとき 



10 労働福祉  育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉

に関する法律（平成３年法律第 76 号。以下「育児・介護休業法」

という。）に規定する育児休業制度を就業規則で定めている場

合、５点を加点する。また、次世代育成支援対策推進法（平成 15

年法律第 120 号。以下「次世代法」という。）に基づく一般事業

主行動計画を策定している場合、更に５点を加点する。 

11 協力雇用主 協力雇用主（再犯の防止等の推進に関する法律（平成 28 年法

律第 104 号）第 14 条に定める協力雇用主をいう。以下、同じ。）

として保護観察所に登録している場合、５点を加点する。 

12 不当要求防

止活動 

 平成 31 年４月１日から令和４年 10 月 31 日までの間におい

て、愛媛県公安委員会から委託を受けて、（公財）愛媛県暴力追

放推進センターが実施する不当要求防止責任者講習（「暴力団員

による不当な行為の防止等に関する法律」第 14 条第２項に基づ

く講習）を受講した者が、入札参加資格申請日現在まで引き続き

在籍している場合、10 点を加算する。 

13 入札参加資

格停止措置 

過去２年間（令和３年度及び令和４年度）に宇和島市から入札

参加資格停止措置を受けている場合には、一の処分案件につき

20 点の基礎点に１箇月あたり５点を加算した合計点数を減ず

る。 

※ 上記に定めのない事項については、宇和島市競争参加資格審査会において審査の

上決定する。 

 

別表２（その２） 

市工事の業種別完成工事高による加点 

完成工事高 点 数 

３億円以上 ６０点 

２億円以上３億円未満 ５０点 

１億円以上２億円未満 ４０点 

５千万円以上１億円未満 ３０点 

３千万円以上５千万円未満 ２０点 

１千５百万円以上３千万円未満 １０点 

５百万円以上１千５百万円未満 ５点 

５百万円未満 ０点 

※ 工事成績評定点が 65 点未満の工事は含まない。 

 

別表２（その３の１） 

 工事請負件数による加点又は減点 

件 数 加点又は減点 

１件 －１   

２件  ０   



３～５件 ＋１   

６件以上 ＋２   

※ 工事成績評定点が 65 点未満の工事は含まない。また、工事請負件数が０件の場合

は、加点又は減点の対象としない。 

 

別表２（その３の２） 

市工事の業種別平均工事成績による加点又は減点 

業種別平均工事成績評定点 点 数 

８０点以上 １００点  

７９点 ９０点  

７８点 ８０点  

７７点 ７０点  

７６点 ６０点  

７５点 ５０点  

７４点 ４０点  

７３点 ３０点  

７２点 ２０点  

７１点 １０点  

７０点 ５点  

６５点～６９点 ０点  

６３点～６４点 －１０点  

６０点～６２点 －３０点  

６０点未満 －５０点  

 

別表３ 

等級別必要最低年間平均完成工事高 

 土木一式 建築一式 電気・管 

Ａ 5,000 万円以上 6,000 万円以上 4,500 万円以上 

Ｂ 3,000 万円以上 3,000 万円以上 1,000 万円以上 

Ｃ 1,000 万円以上 1,500 万円以上 1,000 万円未満 

Ｄ 1,000 万円未満 1,500 万円未満  

 


